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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤーハーネス等の長尺状取付部材を車体パネル等の板状の構成部材に取り付けるク
ランプであって、
　前記長尺状取付部材を保持する保持部と、
　前記板状の構成部材に形成された孔部への挿入により当該孔部に抜けないように係止さ
れる係止体部と、を有し、
　前記係止体部は、前記孔部への挿入方向に向かって突出する２本の柱を備える支柱部位
と、当該２本の柱の各先端部位からそれぞれ根元側に向かって径方向外方側に広がるよう
に張り出す２枚の翼片を備える係止片部位と、を有し、
　前記係止体部は、前記孔部への挿入により前記係止片部位の前記２枚の翼片が前記孔部
の径によって弾性的に押しすぼめられた後に拡開し、前記２枚の翼片の各末端部に段差状
に形成された各爪を前記孔部の奥側の角部に係止させて抜けないようになる構成となって
おり、
　前記支柱部位の前記２本の柱の間には当該２本の柱のそれぞれの径方向内方側への傾動
を許容する空所が設けられ、当該空所は前記２本の柱のうちの一方の柱が他方の柱に対し
て大きく傾動する場合には前記一方の柱の傾動を許容するが、前記２本の柱の両方が互い
に同じ態様で傾動する場合には前記２本の柱の双方を互いに当接させて傾動を阻止する空
間容積となるように形成され、また、前記翼片は外力によって前記柱の先端方向に向けて
曲がった姿勢をなすことが可能とされ、前記係止体部に前記孔部からまっすぐ引き抜かれ
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る方向に力がかけられた際には、前記２本の柱の両方が前記孔部の奥側の角部に係止して
いる前記各爪を支点として互いに同じ態様で傾動することにより前記２本の柱の各傾動が
互いの当接により阻止されて前記各爪の前記孔部に対する係止状態が維持されて前記係止
体部の引き抜きが阻止されるが、前記係止体部に前記２本の柱が並ぶ方向のいずれか一方
に向けて斜めに引き抜かれる方向に力がかけられた際には、前記２本の柱のうちの前記斜
めに引き抜かれる方向とは反対側に位置する一方の柱がその柱に対応する側の爪を支点と
して他方の柱に対して大きく傾動し、当該一方の柱から張り出す前記翼片の張り出し方向
が径方向外方側から挿入方向側に傾けられながら同翼片が前記柱の先端方向に向けて曲が
った姿勢をなして前記爪の係止が解かれ、その後で同翼片が前記柱の根元方向に向けて伸
び姿勢をなした状態に戻って、前記係止体部が前記孔部から引き抜かれることを特徴とす
るクランプ。
【請求項２】
　請求項１に記載のクランプであって、
　さらに、前記支柱部位の前記２本の柱の先端部位間に、当該先端部位同士を繋いで前記
支柱部位の前記孔部への挿入をスムーズにする薄肉部が形成されており、当該薄肉部は、
その薄肉構造により前記２本の柱が傾動する際には撓んで傾動を阻害しない構成となって
いることを特徴とするクランプ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ワイヤーハーネス等の長尺状取付部材を、車体パネル等の板状の構成部材に
取付けるために使用されるクランプに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この技術に関連する従来のクランプが図１２に記載されている。図１２は、従来のワイ
ヤーハーネス用のクランプ１を使用するときの状態を示す側面図である。図１２に示すよ
うに、クランプ１は、ワイヤーハーネスを保持する保持部１０と、保持部１０から径方向
外方に突設して一体的に形成され、ワイヤーハーネスを取付ける車体パネル９２に形成さ
れた孔部９４に挿入して係止可能な係止体部２０とを備えている。係止体部２０には、こ
の係止体部２０を引き抜くことを阻止する係止手段が設けられている。図１２に示したク
ランプ１では、係止体部２０は、支柱部位２４と支柱部位２４の先端部位から拡開して配
設された係止片部位２６とを備えており、上記の係止手段は、係止片部位２６の係止爪２
８が孔部９４に係止される構成となっている。なお、この技術に関連するものとして、例
えば、特許文献１にはワイヤーハーネスなどの被取付け部材を車両ボデーなどの相手側部
材に取付けるための留め具が記載されている。
【０００３】
【特許文献１】特開平９－２１７８６４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　図１２に示した従来のクランプ１は、上記の係止手段により通常の取付状態では車体パ
ネル９２にしっかりと係止される。従って、孔部９４に対する係止体部２０の垂直方向の
引き抜きに対しては係止爪２８と孔部９４との係止により係止片部位２６が孔部９４の径
に対して踏ん張るので垂直方向の引き抜きが阻止される。一方、孔部９４に対する係止体
部２０の斜め方向の引き抜きに対しては支柱部位２４の頭部が孔部９４と干渉することに
よって斜め方向の引き抜きが阻止される。つまり、従来のクランプ１は、作業者がワイヤ
ーハーネスを引き抜く力の程度では係止体部２０を孔部９４から引き抜くことが許容され
ない構成となっている。しかし、このような構成であると、ワイヤーハーネス等の部材の
リサイクルを考えた場合に、クランプ１の取り外しに手間が掛かる、という問題がある。
すなわち、従来のクランプ１を取り外す場合には、非常に強い力が必要となるので重機な
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どの専用の機械を使用しなければならない、という問題があった。
【０００５】
　本発明は上記のような問題に鑑みてなされたものであり、本発明が解決しようとする課
題は、通常の取付状態ではクランプをしっかりと係止し、クランプを取り外すときには、
容易に取り外しを可能とすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は前記課題を解決するために、次の手段をとる。
　まず、第１の発明は、ワイヤーハーネス等の長尺状取付部材を車体パネル等の板状の構
成部材に取り付けるクランプであって、長尺状取付部材を保持する保持部と、板状の構成
部材に形成された孔部への挿入により孔部に抜けないように係止される係止体部と、を有
し、係止体部は、孔部への挿入方向に向かって突出する２本の柱を備える支柱部位と、２
本の柱の各先端部位からそれぞれ根元側に向かって径方向外方側に広がるように張り出す
２枚の翼片を備える係止片部位と、を有し、係止体部は、孔部への挿入により係止片部位
の２枚の翼片が孔部の径によって弾性的に押しすぼめられた後に拡開し、２枚の翼片の各
末端部に段差状に形成された各爪を孔部の奥側の角部に係止させて抜けないようになる構
成となっており、支柱部位の２本の柱の間には２本の柱のそれぞれの径方向内方側への傾
動を許容する空所が設けられ、空所は前記２本の柱のうちの一方の柱が他方の柱に対して
大きく傾動する場合には一方の柱の傾動を許容するが、２本の柱の両方が互いに同じ態様
で傾動する場合には２本の柱の双方を互いに当接させて傾動を阻止する空間容積となるよ
うに形成され、また、翼片は外力によって柱の先端方向に向けて曲がった姿勢をなすこと
が可能とされ、係止体部に孔部からまっすぐ引き抜かれる方向に力がかけられた際には、
２本の柱の両方が孔部の奥側の角部に係止している各爪を支点として互いに同じ態様で傾
動することにより２本の柱の各傾動が互いの当接により阻止されて各爪の孔部に対する係
止状態が維持されて係止体部の引き抜きが阻止されるが、係止体部に２本の柱が並ぶ方向
のいずれか一方に向けて斜めに引き抜かれる方向に力がかけられた際には、２本の柱のう
ちの斜めに引き抜かれる方向とは反対側に位置する一方の柱がその柱に対応する側の爪を
支点として他方の柱に対して大きく傾動し、一方の柱から張り出す翼片の張り出し方向が
径方向外方側から挿入方向側に傾けられながら同翼片が柱の先端方向に曲がった姿勢をな
して上記爪の係止が解かれ、その後で同翼片が柱の根元方向に伸び姿勢をなした状態に戻
って、係止体部が孔部から引き抜かれることを特徴とするクランプである。
　この第１の発明によれば、係止体部に孔部からまっすぐ引き抜かれる方向に力がかけら
れた際には、支柱部位から突出した２本の柱の両方が孔部の奥側の角部に係止している各
爪を支点として互いに同じ態様で傾動して互いに当接することで２本の柱の傾動がそれぞ
れ阻止され、各爪の孔部への係止が維持されて係止体部の引き抜きが阻止される。これに
より、通常の取付状態ではクランプが安定した取付状態に維持される。また、係止体部に
２本の柱が並ぶ方向のいずれか一方に向けて斜めに引き抜かれる方向に力がかけられた際
には、２本の柱のうちの斜めに引き抜かれる方向とは反対側に位置する一方の柱が他方の
柱に対して大きく傾動し、この一方の柱から張り出す翼片の張り出し方向が径方向外方側
から挿入方向側に傾けられながら同翼片が柱の先端方向に曲がった姿勢をなして上記爪の
係止が解かれ、その後で同翼片が柱の根元方向に伸び姿勢をなした状態に戻って、係止体
部が孔部から引き抜かれる。これにより、クランプを取り外すときには、容易に取り外す
ことが可能となる。
【０００７】
　次に、第２の発明は、上記した第１の発明に係るクランプにおいて、支柱部位の２本の
柱の先端部位間に、先端部位同士を繋いで支柱部位の孔部への挿入をスムーズにする薄肉
部が形成されており、薄肉部は、その薄肉構造により２本の柱が傾動する際には撓んで傾
動を阻害しない構成となっていることを特徴とするものである。
　この第２の発明によれば、支柱部位の２本の柱の先端部位同士が薄肉部で繋がれている
ことにより、係止体部を孔部へ挿入する際に、支柱部位が支障となることなく、係止体部
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がスムーズに挿入される。この薄肉部はその薄肉構造により２本の柱が傾動する際に撓む
ことのできる構成となっているので、支柱部位に備えられた２本の柱の傾動を阻害しない
。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明は上述した手段をとることにより、次の効果を得ることができる。
　まず、第１の発明によれば、通常の取付状態では、板状の構成部材に形成された孔部に
対して２枚の翼片の各末端部に形成された各爪が係止して係止体部を抜けないように保持
されるため、クランプをガタつかせたりすることなく安定した取付状態とすることができ
る。従って、ワイヤーハーネス等の長尺状取付部材の保持状態を安定させることができる
。また、クランプを取り外すときには、重機等の機械を使用することなく作業員が引き抜
く力でクランプを容易に取り外すことができる。従って、クランプの取り外し作業を迅速
に行うことが可能になる。
　次に、第２の発明によれば、支柱部位の２本の柱の先端部位同士を繋ぐように薄肉部を
設けたことにより、クランプの取り外し作業を迅速に行うことを可能としつつ、係止体部
を孔部に対してよりスムーズに挿入することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の最良の実施形態について図面を参照しながら詳細に説明する。
〔第１の実施の形態〕
　図１は、第１の実施形態に係るクランプ１を示す斜視図である。図２は、図１に示した
クランプ１を上から見た平面図である。図３は、第１の実施形態に係るクランプ１を使用
するときの状態を示す側面図である。図４は、係止体部２０が孔部９４に係止された状態
（図４（Ａ））と係止体部２０を斜め方向に引き抜く状態（図４（Ｂ））を示す側面図で
ある。図１に示すように、クランプ１は、全体がポリエチレン等の合成樹脂製とされてお
り、ワイヤーハーネスやパイプ等の長尺状取付部材（図示省略）を保持する保持部１０と
、保持部１０と一体的に形成された係止体部２０を備えている。クランプ１は、保持部１
０で長尺状取付部材を結束して、係止体部２０で車体パネルなどの板状の構成部材に取付
けることができる構成となっている。これにより、長尺状取付部材をクランプ１に保持す
ることができる。
【００１４】
　図１に示すように、保持部１０は、係止体部２０と一体的に形成された保持部本体１２
と、保持部本体１２の一端側から外側に伸びて形成された保持ベルト１４とを備えている
。保持部本体１２の側面には、細長略四角形状の本体孔部１２ａが貫通している。クラン
プ１は、長尺状取付部材を保持ベルト１４で束ねた後に、保持ベルト１４の先端を本体孔
部１２ａに差し込むことにより長尺状取付部材を保持することができる構成となっている
。
【００１５】
　図１及び図３に示すように、係止体部２０は、長尺状取付部材を保持する保持部１０か
ら径方向外方に突設して一体的に形成されている。また、係止体部２０は、長尺状取付部
材を取付けるべき車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入してこの孔部９４に係止可
能な構成となっている。
【００１６】
　係止体部２０は、図１乃至図３に良く示されるように、孔部９４よりも大きな外径で形
成された皿形状の基部２２と、基部２２の中央部位から突設した柱形状の支柱部位２４と
、支柱部位２４の先端部位を基端として翼形状に形成された係止片部位２６と、係止片部
位２６の先端部位で段差状に形成された係止爪２８と、を有して構成されている。
　基部２２は、係止体部２０の先端側から孔部９４に挿入する挿入力を作用させると、車
体パネル９２の表面と当接する。そして、基部２２は、当接した際に挿入方向とは逆方向
に生じる反力を受止める。
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【００１７】
　支柱部位２４は、車体パネル９２の孔部９４に対して貫通して配設される構成となって
いる。これにより、クランプ１を孔部９４に挿入しやすくすることが可能になる。支柱部
位２４は、孔部９４に対応した大きさ形状に形成されている。ここで、孔部９４に対応し
た大きさ形状とは、係止体部２０を孔部９４へ挿入したときにガバガバになったり、きつ
くて挿入できなくなったりしない形状、という意味である。図３に示すように、第１の実
施形態におけるクランプ１では、係止体部２０の先端側は長孔状の孔部９４に対してやや
大きく形成されている。
　また、図１及び図３に示すように、支柱部位２４の上端側は、凹形状に形成され、その
凹形状の両端に立設して形成された左柱２４ａ、右柱２４ｂと、左柱２４ａと右柱２４ｂ
との間で空間容積として形成された空所２５を備えた構成となっている。空所２５は、左
柱２４ａ及び右柱２４ｂの先端部位がそれぞれ内方方向に変形可能な空間容積として形成
されている。
【００１８】
　係止片部位２６は、左柱２４ａと右柱２４ｂの先端部位を基端として支柱部位２４の両
側外方向に伸びた左翼片２６ａ、右翼片２６ｂとして形成されている。左翼片２６ａと右
翼片２６ｂは、それぞれ左柱２４ａと右柱２４ｂの先端部位から根元方向に向けて拡開し
て配設されている。そして、左翼片２６ａ及び右翼片２６ｂは、その車体パネル９２の孔
部９４への挿入時には縮径可能な構成とされている。
【００１９】
　係止爪２８は、係止片部位２６が孔部９４に嵌合した際に孔部９４に係止する構成とな
っている。また、係止爪２８は、左翼片２６ａと右翼片２６ｂの先端部位のそれぞれに左
爪２８ａ、右爪２８ｂとしてそれぞれ段差状に形成されている。左爪２８ａ及び右爪２８
ｂが段差形状に形成されることにより、係止体部２０が孔部９４に対してしっかりと係止
される。
【００２０】
　続いて、第１の実施形態に係るクランプ１の使用方法について説明する。
　まず、係止体部２０を車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入する場合について説
明する。図３に示すように、係止体部２０を孔部９４に向かって挿入していくと、左翼片
２６ａ及び右翼片２６ｂが孔部９４の径によって弾性的に収縮変形しながら挿入される。
そして、左爪２８ａ及び右爪２８ｂが孔部９４と係止することで左翼片２６ａ及び右翼片
２６ｂが係止体部２０の外側方向へ拡開する。また、車体パネル９２の表面側は、基部２
２により弾性的に受止められる。したがって、図４に示すように、クランプ１は、係止体
部２０の基部２２と係止爪２８とによって車体パネル９２を挟み込んだ取付状態となって
いる。これにより、クランプ１を車体パネル９２にしっかりと取付けておくことが可能と
なる。
【００２１】
　次に、係止体部２０を孔部９４に係止された状態から引き抜く場合について説明する。
図４（Ａ）に示すように、係止体部２０に孔部９４から垂直方向に引き抜かれる力（引き
抜く力Ｐ１）が加えられた場合には、左爪２８ａ及び右爪２８ｂと孔部９４との係止によ
り係止片部位２６が孔部９４に対して踏ん張るので垂直方向の引き抜きが阻止される。ま
た、係止片部位２６の取付基端となる左柱２４ａと右柱２４ｂの先端同士が当接する当接
状態となり、左翼片２６ａ及び右翼片２６ｂには拡開しようとする力が働くので左爪２８
ａ及び右爪２８ｂと孔部９４との係止がより強固なものとなる。このため、係止体部２０
の垂直方向の引き抜きに対しては、その引き抜きが阻止される。これにより、通常の状態
では、クランプをガタつかせたりすることなく安定した取付状態とすることができる。
【００２２】
　一方、図４（Ｂ）に示すように、係止体部２０に斜め方向へ引き抜く力Ｐ２が加わった
場合には、係止片部位２６の取付基端となる右柱２４ｂが左柱２４ａに影響されることな
く内方方向に変形する変形状態となる。詳細には、右柱２４ｂが図４（Ｂ）で見て左側方
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向（内方方向）に傾きながら変形していき、右爪２８ｂと孔部９４との係止がルーズにな
り、その係止が解かれる。右爪２８ｂと孔部９４との係止が解かれることにより、右翼片
２６ｂが根元方向へ伸び姿勢をなし、伸び姿勢のまま右翼片２６ｂは孔部９４からすり抜
け可能な状態となる。そして、右翼片２６ｂがすり抜け可能な状態になることにより、左
爪２８ａと孔部９４との係止がルーズになり、その係止が解かれる。右翼片２６ｂが孔部
９４からすり抜けてくると、左翼片２６ａは、斜め方向への引き抜く力Ｐ２によって根元
方向へ伸び姿勢をなしながら右翼片２６ｂに連れて孔部９４からすり抜ける。このように
して、係止体部２０は、引き抜き可能手段により車体パネル９２に形成された孔部９４か
ら引き抜かれる。
　本実施形態における係止手段に附加される引き抜き可能手段は、前記当接状態になるこ
とで垂直方向の引き抜きを阻止し、前記変形状態となることで斜め方向への引き抜きを許
容するものである。すなわち、係止片部位２６の取付基端となる左柱２４ａ及び右柱２４
ｂを支柱部位２４の内方方向に変形可能とする空所２５が本実施形態における引き抜き可
能手段に相当する。以上のように本実施形態に係るクランプによれば、クランプ１を車体
パネル９２から重機等の機械を使用することなく容易に取り外すことが可能となる。した
がって、クランプ１の取り外し作業を迅速に行うことが可能になる。

                                                                                
【００２３】
〔第２の実施の形態〕
　以下、本発明における第２の実施の形態について詳細に説明する。図５は、第２の実施
形態に係るクランプ１を使用するときの状態を示す側面図である。第２の実施形態は、第
１の実施形態を変形した実施形態である。したがって、上記した第１の実施形態のクラン
プ１と同様の構成については図中同符号を付してその説明を省略する。
　図５に示すように、第２の実施形態に係るクランプは、支柱部位２４の先端部位に形成
される空所２５の先端を薄肉部２９で閉鎖した構成のものである。なお、薄肉部２９は、
撓むことのできる薄肉で形成されている。薄肉部２９は、ポリエチレン等の合成樹脂製と
されており、左柱２４ａと右柱２４ｂの先端部位がそれぞれ内方方向に変形するときに撓
む構成となっている。これにより、係止体部２０を孔部９４へ挿入する際に、支柱部位２
４が支障となることがなく、係止体部２０をスムーズに挿入することができる。なお、第
２の実施形態に係るクランプ１の使用方法については、第１の実施形態に係るクランプ１
と同様であるので、その説明は省略する。
【００２４】
〔第３の実施の形態〕
　以下、本発明における第３の実施形態について詳細に説明する。図６は、第３の実施形
態に係るクランプ１を示す斜視図である。図７は、第３の実施形態に係るクランプ１を使
用するときの状態を示す側面図である。図８は、係止体部２０が孔部９４に係止された状
態を示す側面図である。図６に示すように、クランプ１は、全体がポリエチレン等の合成
樹脂製とされており、ワイヤーハーネス等の長尺状取付部材（図示省略）を保持する保持
部１０と、保持部１０と一体的に形成された係止体部２０を備えている。なお、保持部１
０の構成は、第１の実施形態に係るクランプ１と同様であるので図中同符号を付してその
説明を省略する。
【００２５】
　図６及び図７に示すように、係止体部２０は、長尺状取付部材を保持する保持部１０か
ら径方向外方に突設して一体的に形成されている。また、係止体部２０は、長尺状取付部
材を取付けるべき車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入してこの孔部９４に係止可
能な構成となっている。
【００２６】
　係止体部２０は、図６及び図７に良く示されるように、孔部９４よりも大きな外径で形
成された板形状の基部２２と、基部２２の中央部位から突設して形成された門型形状の支
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柱部位２４と、支柱部位２４の先端部位を基端として翼形状に形成された係止片部位２６
と、係止片部位２６の先端部位で段差状に形成された係止爪２８と、を有して構成されて
いる。基部２２は、係止体部２０の先端側から孔部９４に挿入する挿入力を作用させると
、車体パネル９２の表面と当接する。そして、基部２２は、当接した際に挿入方向とは逆
方向に生じる反力を受止める。なお、係止片部位２６及び係止爪２８の構成は、第１の実
施形態に係るクランプ１と同様であるので図中同符号を付してその説明を省略する。
【００２７】
　支柱部位２４は、車体パネル９２の孔部９４に対して貫通して配設される構成となって
いる。これにより、クランプ１を孔部９４に挿入しやすくすることが可能になる。支柱部
位２４は、孔部９４に対応した大きさ形状に形成されている。図６に示すように、第３の
実施形態におけるクランプ１では、係止体部２０の先端側は長孔状の孔部９４に対してや
や大きく形成されている。
　また、図６及び図７に良く示されるように、支柱部位２４は、門型形状として形成され
ている。門型形状に形成された支柱部位２４は、基部２２から立設した部位である左柱２
４ａ、右柱２４ｂと、左柱２４ａと右柱２４ｂとの上端をかけわたす上部２４ｃと、を備
えた構成となっている。
【００２８】
　また、門型形状に形成された支柱部位２４の内部位置には、支柱部位２４の上端位置と
下端位置とを斜めに繋ぐ繋部３０が設けられている。これにより、支柱部位２４の門型形
状の形態をしっかりと維持することができる。したがって、係止体部２０の垂直方向の引
き抜きをより確実に阻止することが可能となる。繋部３０の中央位置には、係止体部２０
の斜め方向の引き抜きに対して弾性変形可能な円弧形状の弾性部位３２が形成されている
。これにより、係止体部の斜め方向の引き抜きに対して支柱部位２４の傾動の動作がスム
ーズに行われる。したがって、斜め方向の引き抜きによってクランプ１を容易に取り外す
ことが可能になる。
【００２９】
　続いて、第３の実施形態に係るクランプ１の使用方法について説明する。
　まず、係止体部２０を車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入する場合について説
明する。図７に示すように、係止体部２０を孔部９４に向かって挿入していくと、左翼片
２６ａ及び右翼片２６ｂが孔部９４の径によって弾性的に収縮変形しながら挿入される。
そして、左爪２８ａ及び右爪２８ｂが孔部９４と係止することにより左翼片２６ａ及び右
翼片２６ｂが拡開する。また、車体パネル９２の表面側は、基部２２により弾性的に受止
められる。したがって、図８に示すように、クランプ１は、係止体部２０の基部２２と係
止爪２８とによって車体パネル９２を挟み込んだ取付状態となっている。これにより、ク
ランプ１を車体パネル９２にしっかりと取付けておくことが可能となる。
【００３０】
　次に、係止体部２０が孔部９４に係止された状態から係止体部２０を孔部９４から引き
抜く場合について説明する。図８に示すように、係止体部２０に垂直方向へ引き抜く力Ｐ
１が加わった場合には、門型形状に形成された支柱部位２４の左柱２４ａ、右柱２４ｂが
この力に対して踏ん張り、門型形状の形態が維持される。また、垂直方向へ引き抜く力が
加わっても左爪２８ａ及び右爪２８ｂと孔部９４とがしっかりと係止しているため垂直方
向への引き抜きは阻止される。これにより、通常の状態ではクランプをガタつかせたりす
ることなく安定した取付状態とすることができる。
【００３１】
　一方、図８に示すように、係止体部２０に斜め方向へ引き抜く力Ｐ２が加わった場合に
は、門型形状の支柱部位２４は傾動して引き抜くことが許容される。詳細には、まず右柱
２４ｂが図８で見て左側方向（内方方向）に傾きながら変形していき、右爪２８ｂと孔部
９４との係止がルーズになり、その係止が解かれる。右爪２８ｂと孔部９４との係止が解
かれることにより、右翼片２６ｂが根元方向へ伸び姿勢をなし、伸び姿勢のまま右翼片２
６ｂは孔部９４からすり抜け可能な状態となる。そして、右翼片２６ｂが孔部９４からす
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り抜け可能な状態になることにより、左爪２８ａと孔部９４との係止がルーズになり、そ
の係止が解かれる。右翼片２６ｂが孔部９４からすり抜けてくると、左翼片２６ａは、斜
め方向へ引き抜く力Ｐ２によって根元方向へ伸び姿勢をなしながら右翼片２６ｂに連れて
孔部９４からすり抜ける。このようにして、係止体部２０は、引き抜き可能手段により車
体パネル９２に形成された孔部９４から引き抜かれる。
　本実施形態における係止手段に附加される引き抜き可能手段は、支柱部位の門型形状を
維持することで垂直方向の引き抜きを阻止し、支柱部位の門型形状が傾動することで斜め
方向への引き抜きを許容するものである。すなわち、斜め方向の引き抜きに対して傾動可
能となる門型形状に形成された支柱部位２４が本実施形態における引き抜き可能手段に相
当する。以上のように本実施形態に係るクランプによれば、クランプ１を車体パネル９２
から重機等の機械を使用することなく容易に取り外すことが可能となる。したがって、ク
ランプ１の取り外し作業を迅速に行うことが可能になる。
【００３２】
〔第４の実施の形態〕
　以下、本発明における第４の実施形態について詳細に説明する。図９は、第３の実施形
態に係るクランプ１を示す斜視図である。図１０は、第４の実施形態に係るクランプ１を
使用するときの状態を示す側面図である。図１１は、係止体部が孔部に係止された状態と
係止体部を斜め方向に引き抜く状態を示す側面図である。図９に示すように、クランプ１
は、全体がポリエチレン等の合成樹脂製とされており、ワイヤーハーネス等の長尺状取付
部材（図示省略）を保持する保持部１０と、保持部１０と一体的に形成された係止体部２
０を備えている。なお、保持部１０の構成は、第１の実施形態に係るクランプ１と同様で
あるので図中同符号を付してその説明を省略する。
【００３３】
　図９及び図１０に示すように、係止体部２０は、長尺状取付部材を保持する保持部１０
から径方向外方に突設して一体的に形成されている。また、係止体部２０は、長尺状取付
部材を取付けるべき車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入してこの孔部９４に係止
可能な構成となっている。
【００３４】
　係止体部２０は、図９及び図１０に良く示されるように、孔部９４よりも大きな外径で
形成された板形状の基部２２と、基部２２の中央部位から突設して形成されたＴ字形状に
形成された支柱部位２４と、Ｔ字形状に形成された支柱部位２４の上部の両端に接合され
た係止片部位２６と、係止片部位２６の先端部位で段差状に形成された係止爪２８と、を
有して構成されている。基部２２は、係止体部２０の先端側から孔部９４に挿入する挿入
力を作用させると、車体パネル９２の表面と当接する。そして、基部２２は、当接した際
に挿入方向とは逆方向に生じる反力を受止める。なお、係止爪２８の構成は、第１の実施
形態に係るクランプ１と同様であるので図中同符号を付してその説明を省略する。
【００３５】
　支柱部位２４は、車体パネル９２の孔部９４に対して貫通して配設される構成となって
いる。これにより、クランプ１を孔部９４に挿入しやすくすることが可能になる。支柱部
位２４は、孔部９４に対応した大きさ形状に形成されている。図９に示すように、第４の
実施形態におけるクランプ１では、係止体部２０の先端側は長孔状の孔部９４に対してや
や大きく形成されている。
　また、図９及び図１０に良く示されるように、支柱部位２４は、Ｔ字形状として形成さ
れている。Ｔ字形状に形成された支柱部位２４は、基部２２から立設した部位である主柱
２４ｄと、主柱２４ｄの上部で横方向に配設された頭部２４ｅとを備えた構成となってい
る。頭部２４ｅの両端縁には、翼形状に形成された左翼片２６ａ、右翼片２６ｂが係止片
部位２６として接合された構成となっている。
【００３６】
　左翼片２６ａ、右翼片２６ｂは、頭部２４ｅとの接合箇所から上下方向に延びており、
根元方向に向けて拡開した状態で配設されている。すなわち、図１０に示すように、左翼
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片２６ａ、右翼片２６ｂは、図で見て上方が互いに内方方向に傾斜した構成となっている
。これにより、係止体部２０を孔部９４へ挿入しやすくすることが可能になる。また、左
翼片２６ａ及び右翼片２６ｂは、その車体パネル９２の孔部９４への挿入時には縮径可能
な構成とされている。
【００３７】
　また、図９乃至図１１に示されるように、係止片部位２６には、左翼片２６ａ、右翼片
２６ｂの上下部をたすき掛け状態で連接する架橋部位３６が形成されている。本実施形態
では、左翼片２６ａの上端と右翼片２６ｂの下端を連接する第１の架橋部３６ａと、左翼
片２６ａの下端と右翼片２６ｂの上端を連接する第２の架橋部３６ｂが配設されている。
図１０に示すように、第１の架橋部３６ａは、支柱部位２４の前面側に配設されており、
第２の架橋部３６ｂは、支柱部位２４の背面側に配設されている。
【００３８】
　続いて、第４の実施形態に係るクランプ１の使用方法について説明する。
　まず、係止体部２０を車体パネル９２に形成された孔部９４に挿入する場合について説
明する。図１０に示すように、係止体部２０を孔部９４に向かって挿入していくと、左翼
片２６ａ及び右翼片２６ｂが孔部９４の径によって弾性的に収縮変形しながら挿入される
。そして、左爪２８ａ及び右爪２８ｂが孔部９４と係止することにより左翼片２６ａ及び
右翼片２６ｂが拡開する。また、車体パネル９２の表面側は、基部２２により弾性的に受
止められる。したがって、図１１に示すように、クランプ１は、係止体部２０の基部２２
と係止爪２８とによって車体パネル９２を挟み込んだ取付状態となっている。これにより
、クランプ１を車体パネル９２にしっかりと取付けておくことが可能となる。
【００３９】
　次に、係止体部２０を孔部９４に係止された状態から引き抜く場合について説明する。
図１１（Ａ）に示すように、係止体部２０に孔部９４から垂直方向に引き抜かれる力（引
き抜く力Ｐ１）が加えられた場合には、左爪２８ａ及び右爪２８ｂと孔部９４とがしっか
りと係止しているため垂直方向への引き抜きは阻止される。このため、左爪２８ａと右爪
２８ｂとの間では拡開状態がしっかりと維持されるので左爪２８ａ及び右爪２８ｂと孔部
９４との係止は強固なものとなる。これにより、通常の状態ではクランプをガタつかせた
りすることなく安定した取付状態とすることができる。
【００４０】
　一方、図１１（Ｂ）に示すように、係止体部２０は、これに斜め方向へ引き抜く力Ｐ２
が加わった場合には、拡開状態を架橋部位３６の働きにより狭める変形状態にして引き抜
くことが許容される。詳細には、係止体部２０に斜め方向へ引き抜く力Ｐ２が加わると、
左翼片２６ａは、左爪２８ａと孔部９４との当接点を支点として図１１（Ｂ）で見て左方
向に立ち上がってくる状態となる。すると、左翼片２６ａに配設された第１の架橋部位３
６ａが右翼片２６ｂの下部を図１１（Ｂ）で見て左方向に引っ張るので、右翼片２６ｂも
図１１（Ｂ）で見て左方向に立ち上がってくる状態となる。このため、左爪２８ａと右爪
２８ｂとの間における拡開状態は、その間隔を狭めるように変形する。これにより、右翼
片２６ｂは、孔部９４からすり抜け可能な状態となり、右翼片２６ａが孔部９４からすり
抜けるのに連れて左翼片２６ａも孔部９４からすり抜ける。つまり、左翼片２６ａと右翼
片２６ｂが相互に作用することによりクランプを簡単に取り外すことが可能になる。この
ようにして、係止体部２０は、引き抜き可能手段により車体パネル９２に形成された孔部
９４から引き抜かれる。なお、第２の架橋部材３６ｂは、右翼片２６ｂの立ち上がり動作
のときには基本的に動かないのでこの右翼片２６ｂの立ち上がり動作に影響を及ぼさない
。
　本実施形態における係止手段に附加される引き抜き可能手段は、係止片部位の下端でそ
の拡開状態を維持することで垂直方向の引き抜きを阻止し、架橋部位の働きによりこの拡
開状態を狭める変形状態にすることで斜め方向への引き抜きを許容するものである。
　以上のように本実施形態に係るクランプによれば、クランプ１を車体パネル９２から重
機等の機械を使用することなく容易に取り外すことが可能となる。したがって、クランプ
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１の取り外し作業を迅速に行うことが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】第１の実施形態に係るクランプを示す斜視図である。
【図２】図１に示したクランプを上から見た平面図である。
【図３】第１の実施形態に係るクランプを使用するときの状態を示す側面図である。
【図４】第１の実施形態において、係止体部が孔部に係止された状態と係止体部を斜め方
向に引き抜く状態を示す側面図である。
【図５】第２の実施形態に係るクランプを使用するときの状態を示す側面図である。
【図６】第３の実施形態に係るクランプを示す斜視図である。
【図７】第３の実施形態に係るクランプを使用するときの状態を示す側面図である。
【図８】第３の実施形態において、係止体部が孔部に係止された状態を示す側面図である
。
【図９】第４の実施形態に係るクランプを示す斜視図である。
【図１０】第４の実施形態に係るクランプを使用するときの状態を示す側面図である。
【図１１】第４の実施形態において、係止体部が孔部に係止された状態と係止体部を斜め
方向に引き抜く状態を示す側面図である。
【図１２】従来のクランプを使用するときの状態を示す側面図である。
【符号の説明】
【００４２】
１    クランプ
１０  保持部
１２  保持部本体
１２ａ      本体孔部
１４  保持ベルト
２０  係止体部
２２  基部
２４  支柱部位
２４ａ      左柱
２４ｂ      右柱
２６  係止片部位
２８  係止爪
２８ａ      左爪
２８ｂ      右爪
２９  薄肉部
３０  繋部
３２  弾性部位
３６  架橋部位
９２  車体パネル
９４  孔部
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